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2011年７月 

 

 

「総務部門のためのリスクマネジメント講座」開催のご案内 

  3 月に発生した東日本大震災以降、企業は未曽有の事態に直面し対応を迫られてまいりました。組織の根幹

を支える総務部門の重要性が増す中、取り組むべき課題は山積しています。また、震災をきっかけとして、リス

クマネジメントの見直し機運も高まっております。 

 そこで本講座では、総務部門が抱えるあらゆるリスクに迅速・適切に対応するために、必須の５テーマ

を取り上げ、それぞれの分野に精通した講師の豊富なご経験に基づく講義と最新情報をご提供いたします。 

 また併せて、講師も参加しての情報交換も兼ねた人事交流会も開催いたします。  

  社内のリスクマネジメント体制の見直しや改善のポイントを整理いただく機会として、是非、総務担当役員・部

長の皆様にご参加いただきたくご案内申し上げます。 

   開催日    時間  経団連会館 テーマ ／ 講師 （講義概要は、別紙1参照） 

第1回 

8月30日(火) 

13:00～15:15 

503号室 

（5階） 

第1講座：  企業不祥事がもたらすリスク① 

               伊 藤 鉄 男 弁護士 

15:30～1７:45 

第2講座：  企業不祥事がもたらすリスク② 

            〈ケーススタディー〉 

               尾 崎 恒 康 弁護士 

18:00～19:30 
50７号室 

（5階） 
人 事 交 流 会 

第2回 

9月6日(火) 

13:00～15:15 
501号室 

（5階） 

第1講座：  情 報 漏 洩 リ ス ク 

               梅 林   啓 弁護士 

15:30～1７:45 
第2講座：  海外進出リスク （危機管理） 

               森 本 大 介 弁護士 

第3回 

9月16日（金） 

13:00～15:15 
503号室 

（5階） 

第1講座：  訴 訟 リ ス ク 

               山 本 憲 光 弁護士 

15:30～1７:45 
第2講座：  総 務 部 リ ス ク 

              木 目 田  裕 弁護士 

   

講    師  西村あさひ法律事務所 弁護士（詳細 別紙1参照） 

対   象  経団連会員企業・団体の 総務担当役員、部長クラス 

定    員 25名（先着順、当日の代理出席は可） 

参 加 費 

（１名様分、 

交流会費含、税込） 

 全回参加126,000円（全３回・６講座参加費）      

 1講座のみ参加  26,250円   

   但し、第1回に限り、2講座連続受講が原則 52,500円 

 なお、交流会は講座にお申込みの方全員ご参加いただけます 

［申込要領］  ①別紙２「参加申込書」に必要事項をご記入のうえ、８月23日（火）までに、ＦＡＸにて 

お申込みください。申込書受領後、請求書をご送付いたします。(定員になり次第締切) 

②参加費は、請求書記載の銀行に、開催日３日前までにお振込ください。 

 なお、振込手数料につきましては、ご負担願います。 

③開催日当日以降のお取り消しは、参加費全額を申し受けます(配付資料等は後日送付)。 

④誠に勝手ながら、８月８日（月）～19日（金）は、夏季休業期間とさせていただきます。 

 

［本件問合せ先］ 日本経団連事業サービス研修グループ（井原、梶浦、三田） 

 TEL：03－6741－0042 FAX：03－6741－0052
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（別紙１） 

「総務部門のためのリスクマネジメント講座」講義概要 

 

≪第１回≫ 

第1講座 2011 年８月 30 日（火）1３：０0～1５：１５  経団連会館・503 号室 

企業不祥事 演題「組織の根幹を揺るがす危機への対応について」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士 伊 藤 鉄 男 氏 

＜概要＞ 

 どのような組織にも不祥事はつきものです。 

 日ごろから防止策を考えておくことは重要ですが、それと同様あるいはそれ以上に、不祥事が発覚してか

らの対応が大切なことは、数多くの先例から明らかです。 

 そこで、組織運営に携わってきた経験ことに失敗例を踏まえ、それを企業の場合に置き換えて、組織の根

幹を揺るがすような危機に直面した際の対応策等についてお話します。 

 

 [略歴]  

 伊藤 鉄男（いとう てつお） 

  1971年中央大学法学部卒業。1975年検事任官。2001年東京地検特捜部長、2007年東京地検検事正、  

 2009年最高検次長検事、2010年12月退官。 

  2011年４月弁護士登録。西村あさひ法律事務所入所。山梨学院大学法科大学院客員教授。 

 

 

第２講座 2011 年８月 30 日（火）1５：３0～1７：４５  経団連会館・503 号室 

企業不祥事 
演題「ケーススタディ ～ 役職員による不正発覚時における初動対応と、 

   留意すべきポイント」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士 尾 崎 恒 康 氏 

＜概要＞ 

 役職員による不正・不祥事は、程度の差こそあれ、いかなる企業にも発生し得るものであり、その発覚と

同時に、迅速適切かつ多角的な対応が求められます。企業がその対応を誤れば、無用な経済的損失やレ

ピュテーションダメージ等を被ることにもなり、事態は混迷を深めることとなります。 

 本セミナーでは、想定事例を用いつつ、役員・従業員の不正発覚時に企業が直面する主要な問題、特に

事実調査、社内処遇（給与や処分）、刑事・民事責任追及等、各局面で押さえておくべきポイントを解説しま

す。 

 

 [略歴]  

尾崎 恒康（おざき つねやす） 

 1994年東京大学法学部卒業。1996年検事任官。東京地検特捜部検事、法務省大臣官房行政訟務課付

検事、総務省行政管理局課長補佐等を歴任し、2005年７月退官。 

 同年８月弁護士登録。西村あさひ法律事務所入所。2008年１月よりパートナー。 

 検事在任中は、経済犯罪の捜査公判、大型行政訴訟、法令の企画立案等に携わる。現在は主として、訴

訟・紛争案件のほか、コンプライアンス、企業不祥事等にかかる危機管理案件などに取り組む。 

 

 

＊第 1 回講座終了後 18 時より、全講師を交えての人事交流会を行います。 
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≪第２回≫ 

第1講座 2011 年９月６日（火）1３：０0～1５：１５  経団連会館・501 号室 

情報漏洩 演題「従業員による情報漏洩、情報流出がもたらすリスク」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士 梅 林  啓 氏 

＜概要＞ 

  最近、企業が保有する重要な情報が、従業員によって不正に持ち出されたり、外部に流出するケース 

 が増えています。 

  流出した情報が技術情報や営業秘密であった場合は、情報の流出によって企業の競争力が阻害され 

 ることになりますし、顧客情報等の個人情報の場合は、情報管理に関する企業の信頼が失墜するとともに、

顧客対応に迫られ、場合によっては、事業の継続や企業の存続そのものが危機に瀕することもあります。 

  本セミナーでは、このような情報流出の事例分析と対策について、解説します。 

 

 [略歴]  

梅林 啓（うめばやし けい） 

 1989年東京大学法学部卒業。1991年検事任官。東京、福岡、横浜、静岡、千葉地検検事、法務省刑事局

付、法務省大臣官房秘書課付。その間、1996年東京地検特捜部検事、1999年在イギリス日本国大使館一

等書記官(外務省出向)、2005年内閣官房副長官秘書官。2007年２月退官。 

 同年３月弁護士登録。西村あさひ法律事務所入所。2010年１月よりパートナー。 

 主として一般企業法務、コンプライアンス、企業不祥事にかかる危機管理案件等に取り組む。 

 

 

第２講座 2011 年９月６日（火）1５：３0～1７：４５  経団連会館・50１号室 

海外進出 演題「海外進出に伴うリスクと危機管理」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士 森 本 大 介 氏 

＜概要＞ 

 日本企業の海外進出に伴い、海外でトラブルに巻き込まれる例が増えています。代表的なのは、カルテ

ル違反やPL訴訟などですが、その他にも訴訟･紛争を提起されたり、取引を巡るトラブルに巻き込まれたり

と、海外事業展開には不可避的にリスクが付随するのが実態です。 

 そこで、本セミナーでは、このような海外進出に伴う企業リスクと危機管理について具体的な実例を踏ま

えて解説するとともに、かかるリスクを軽減するための事前の予防策、また、万が一リスクが顕在化した場合

の対処方法について解説します。 

  

[略歴]  

森本 大介（もりもと だいすけ） 

 2000年東京大学法学部卒業。2001年10月弁護士登録。西村総合法律事務所(現西村あさひ法律事務

所)入所。2011年１月よりパートナー。 

 2005年九州大学ビジネススクール客員助教授。2007年ノースウエスタン大学ロースクール卒業(LL.M.)。

2008年ニューヨーク州弁護士登録。2007年～2008年 Kirkland & Ellis LLPにて研修。 

 国内外のM&Aや提携案件、クロスボーダーの危機管理案件を中心に、会社法などビジネスロー全般に

取り組む。 

 

 

 

 



4 

 

≪第３回≫ 

第1講座 2011 年９月１６日（金）1３：０0～1５：１５  経団連会館・503 号室 

訴 訟 演題「責任追及訴訟・株主代表訴訟」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士 山 本 憲 光 氏 

＜概要＞ 

 内部統制システム（リスク管理システム）の考え方が企業社会に浸透するのと並行して、役員の善管注意

義務違反（監視・監督義務違反）を理由として責任追及訴訟、株主代表訴訟が提起される例が増えていま

す。 

 特に、金商法や独禁法における課徴金制度の導入や、金商法における虚偽記載の場合の損害推定規定

の導入は、株主や投資家による代表訴訟提起のインセンティブともなっています。 

 そこで、本セミナーでは、昨今の実例を踏まえつつ、いわばリスク管理体制の整備と裏腹の関係にある訴

訟リスクへの対処法につき解説します。 

 

 [略歴]  

山本 憲光(やまもと のりみつ) 

 1993年東京大学法学部卒業。1995年検事任官。東京地検検事、法務省民事局参事官室局付検事等を

歴任し、2006年3月退官。 

 同年４月弁護士登録。西村あさひ法律事務所入所。2011年１月よりパートナー。 

 法務省民事局在任中は、商法改正、会社法制定等に携わる。現在は主として、企業法務一般、株式買取

請求等の会社関係訴訟案件のほか、コンプライアンス、企業不祥事等にかかる危機管理案件などに取り組

む。 

 

 

第２講座 2011 年９月１６日（金）1５：３0～1７：４５  経団連会館・503 号室 

総務対応 
演題「従業員の違法行為に対する使用者責任、政治献金・選挙応援、 

   総会屋・反社会的勢力を巡るリスク」 

講 師: 西村あさひ法律事務所 弁護士 木 目 田     裕 氏 

＜概要＞ 

 本セミナーの最終回として、実務上、総務担当者から相談を受けることの多い種々の事項について、具体

例を取り上げて解説します。 

  例えば、従業員が社名を悪用して詐欺行為を行った場合の留意点、政治家から講演会名簿の作成に協

力するよう求められた場合の留意点、政治家や公務員等との付き合いにおける留意点、取引先から不当要

求を受けた場合の留意点などであります。 

  事前にご質問がある場合は、お送り頂ければ講座の中で取り上げて解説いたします。 

  

[略歴]  

木目田 裕（きめだ ひろし） 

 1991年東京大学法学部卒業。1993年検事任官。東京地検特捜部検事、米国ノートルデイム・ロースクー

ル客員研究員、法務省刑事局付(総務課・刑事課)、金融庁総務企画局企画課課長補佐等。2002年7月退

官。 

 同年８月弁護士登録。西村総合法律事務所(現西村あさひ法律事務所)入所。2005年１月よりパートナー。 

 企業不祥事対応等の危機管理、訴訟、金融機関規制法等に取り組む。株式会社大庄 社外取締役。楽天

証券株式会社 社外取締役。 桐蔭横浜大学大学院法務研究科客員教授。 

 

以 上 
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（別紙2） 

送信先： FAX０３－６７４１－００５２         日本経団連事業サービス 研修Ｇ  三田 行 

 

「総務部門のためのリスクマネジメント講座」参加申込書 

御社名   

所在地 〒 

ご参加者 

 

 

部署名：  

役職名： 

ご芳名： 

T E L： 

F A X： 

Ｅ-mail：  

ご連絡担当者 

（ご参加者と異なる場合 

のみご記入ください） 

 

各回、出欠確認、事前資料・

質問票等をお送りいたします

ので、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽのご記入をお

願いいたします。 

部署名：  

役職名： 

ご芳名： 

T E L： 

F A X： 

Ｅ-mail： 

参加形態 

＊１名様分、税込 

 

該当項目の□欄に 
チェック願います 

 
人事交流会ご参加の 

有無もチェック願います 

 □ 全回参加（126,000円。全６講座参加費・交流会費含む） 

 □ 個別参加 ※ご参加回もチェック願います（交流会費含む） 

 計：1講座26,250円 ×   講座  計      円 

 第１回8/30（火）    □ 第１講座 ＆ 第２講座 

   ※第1回は連続受講のみ。参加費52,500円（交流会費含む） 

 第２回 9/6（火）     □ 第１講座    □ 第２講座 

  第３回 9/16（金）    □ 第１講座    □ 第２講座 

★人事交流会8/30（火）   □参加       □不参加 

参加費のお支払方法：参加申込書受領後、「請求書」をお送り申し上げます。 
※お預かりしました個人情報は、日本経済団体連合会・日本経団連事業サービスの個人情報保護管理規定に基づき、安全かつ

適正に管理させていただきます。 

※E-Mail をご記入いただいた方には、日本経団連事業サービスよりメールにてセミナー等のご案内をさせていただきます。

ご不要の方は□にチェックをお願いいたします。          □ 案内メール不要               HP 


